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                     24.9.20 現在  

               

西脇市議会基本条例（素案）  
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附則   

             

議 会 は 、 市民 か ら 選 挙 で 選 ばれ た 議 員 に よ り 構成 さ れ 、 同 じ く市

民 から 選 挙 で 選 ば れ た市 長 と と も に 、 西脇 市 の 代 表 機 関 であ る 。 合

議 制の 議 会 と 独 任 制 の市 長 は 、 本 市 に とっ て 最 良 の 意 思 決定 を 導く

た め、 そ れ ぞ れ の 異 なる 特 性 を 生 か し て、 市 民 の 意 見 を 市政 に 反映

さ せる た め に 競 い 合 い、 協 力 し 合 い な がら 、 市 民 の 信 託 に応 え なけ

ればならない。  

平成 12 年の「地方分権一括法」の施行などにより、地方分権の推

進 が一 層 目 指 さ れ 、 自治 体 の 自 主 的 な 決定 と 責 任 の 範 囲 が拡 大 する

時 代を 迎 え る 中 、 議 会は そ の 持 て る 機 能を 十 分 に 発 揮 し 、信 頼 され

開かれた議会として使命を果たしていか なければならない。         

平成 20 年、多くの市民からの声を受け議会は改革の道を歩み始め

た 。議 会 の 改 革 は い つも 市 民 と と も に ある 。 議 会 は 、 そ の原 点 を踏

ま え、 多 様 な 市 民 の 意見 を 市 政 に 反 映 でき る 合 議 制 の 機 関と し ての

特 性を 最 大 限 生 か し てい く た め 、 地 方 自治 法 等 の 遵 守 と とも に 、公

正 性と 透 明 性 の 確 保 、積 極 的 な 情 報 の 公開 、 政 策 活 動 等 への 多 様な

市 民参 加 の 推 進 を 図 る。 さ ら に は 特 定 所管 事 務 調 査 の 充 実、 議 員間

討議 の 展 開、 市 長 等執 行 機 関と の 緊 張感 の 保 持、 議 員 の資 質 の 向上 、

議 会活 動 を 支 え る 体 制の 整 備 等 に つ い て定 め 、 市 民 の 負 託に 応 えて

い くこ と に よ り 、 市 民が 安 心 し て 生 活 でき る 豊 か な ま ち を実 現 する

ことを決意し、ここにこの条例を制定する。  
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解説  

   西 脇 市 の 議 会 と 市 長 は 、 二 元 代 表 制 の 下 で 最 良 の 意 思 決 定 を

行 う た め に 、 互 い に 競 い 合 い 協 力 し 合 い な が ら 、 市 民 の 信 託 に

応える責務があることをこの条例の基本理念としています。  

   地 方 分 権 の 推 進 に よ り 、 従 来 に も 増 し て 自 己 決 定 、 自 己 責任

が 重 要 と な る 地 方 自 治 体 運 営 に つ い て 、 議 会 の 使 命 を 最 大 限 に

果たすことを宣言するものです。  

   そ の 基 調 は 、 地 方 自 治 法 等 の 遵 守 と と も に 、 情 報 公 開 、 市民

参 加 を 積 極 的 に 推 進 す る も の と し ま す 。 ま た 、 議 会 の 持 つ 基 本

的 役 割 と と も に 、 こ の 間 決 定 ・ 実 践 し て き た 改 革 事 項 を 市 民 の

前 に 明 確 に し 、 市 民 と と も に 豊 か な ま ち を 実 現 す る 手 法 と し

て 、 議 会 運 営 の ガ イ ド ブ ッ ク に す る べ く 定 め る の が こ の 基 本 条

例です。  

  

第 1 章  総則  

 (目的 ) 

第 １条  こ の 条 例 は 、二 元 代 表 制 の 下 、合 議 制 の 機 関 で ある 議 会の

役 割 を 明 らか に す る と と も に、 議 会 及 び 議 員 の活 動 原 則 等 の 基本

的 事 項 を 定め る こ と に よ り 、地 方 自 治 の 本 旨 に基 づ く 市 民 の 負託

に 的 確 に 応え 、 も っ て 市 民 が安 心 し て 生 活 で きる 豊 か な ま ち を実

現することを目的とする。  

 

解説  

  こ の 条 例 は 、 議 会 に 関 す る 基 本 事 項 を 定 め る こ と に よ り 、 議

会 が 二 元 代 表 制 の 一 方 の 役 割 を 担 う 合 議 制 の 機 関 で あ る こ と を

明 ら か に し 、 そ の 活 動 に よ り 市 民 が 安 心 し て 生 活 で き る 豊 か な

まちを実現することを目的としています。  

  憲 法 、 地 方 自 治 法 で は 地 方 議 会 の こ と を 規 定 し て い ま す が 、

そ の 組 織 、 権 限 等 の 骨 子 や 仕 組 み を 述 べ て い る だ け で 、 実 際 に

各 地 方 議 会 が そ れ ぞ れ に 運 用 し て い る 内 容 に ま で は ふ れ て い ま

せ ん の で 、 そ れ を 具 体 的 に 規 定 し よ う と す る 目 的 を も っ て 定 め

ています。  

本条例でいう「市民」は、地方自治法第 10 条で定められた住

民（市内に住所を有する者）とします。  

 

    

第２章  議会及び議員の活動原則  

(議会の活動原則 ) 
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第２条  議会は、市の意思決定機関 であり、行政の監視機関として  

の 責 任 を 果 た す と と も に 、 市 民 の 意 見 を 反 映 し た 計 画 政 策 、 施 策 、

事 業 等 （ 以 下 「 政 策 等 」 と い う 。 ） の 立 案 、 決 定 及 び 評 価 の た め

に、次に掲げる原則に基づき活動 しなければならない。  

⑴  情報公開や市民参加の推進に努めること。  

⑵  透明性、公平性及び公正性を確保すること。  

⑶  平易な言葉で説明責任を果たすこと。  

⑷  法令等を遵守すること。  

(5) 市民の理解が得られる議会運営に努めること。  

 

解説  

１  議会の活動原則は、市の意思決定や行政の監視機能など、も  

てる権能を十分に駆使して責務を果たすとともに、市政の課題  

に市民の意見を反映した政策立案を行うことや、説明責任を果  

たすこと、市民に理解が得られる活動を行うよう努めることを  

規定しています。  

２  政策立案とは、議会が調査機能を発揮して市民福祉の向上に

寄 与 す る 計 画 や 事 業 を 考 え 、 実 現 す る た め に 提 案 す る こ と で

す。  

３  法令等とは、国では憲法、法律、政令及び府省令、地方では

条例、規則、規程などをいいます。  

 

  

(議員の活動原則 ) 

第 ３条  議 員 は 、 直 接選 挙 で 選 ば れ た 市民 全 体 の 代 表 者 であ る こと

を 自 覚 し 、合 議 制 の 機 関 で ある 議 会 を 構 成 す る一 員 と し て 、 一部

の 地 域 、 団体 の 課 題 の み な らず 、 市 政 の 課 題 全般 に つ い て 、 自ら

の良心と責任をもって市民の負託に応えなければならない。  

 

２  議 員 は 、 市 政 の 課題 及 び 市 民 の 意 見、 要 望 を 的 確 に 把握 す ると

と も に 、 自己 の 能 力 を 高 め るた め 不 断 の 研 さ んに 努 め 、 市 民 の代

表としてふさわしい活動 しなければならない。  
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解説  

 １  議員 は 、 市 民 全 体 の代 表 者 で あ る こ とを 自 覚 し 、 議 会 を構 成

す る 一 員 と し て 、 市 政 全 般 に つ い て 市 民 の 負 託 に 応 え る た め に

活動しなければならない ことを定めています。  

 ２  議員 は 、 多 様 な 市 民の 意 見 を 反 映 し 、市 政 全 般 の 課 題 を把 握

す る と と も に 、 自 己 研 さ ん に 努 め 、 市 民 の 代 表 に ふ さ わ し い 活

動を行うことを義務化しています。   

 

    

第３章   議会機能の強化  

(委員会の活動原則 ) 

第 ４条  委 員 会 は 、 その 所 管 に 属 す る 議案 審 査 、 事 務 調 査、 請 願等

の審査を充実させ、その機能を十分に発揮しなければならない 。  

２  委 員 会 は 、 市 政 の課 題 に 適 切 か つ 迅速 に 対 応 す る た め、 所 管事

務 調 査 制 度及 び 必 要 と さ れ る重 要 課 題 を 調 査 する 特 定 所 管 事 務調

査 制 度 の 積極 的 な 活 用 に よ り、 政 策 の 立 案 、 提言 そ の 他 の 能 動的

な活動に努めなければならない。  

３  委員会の運営については、西脇市議会委員会条例（平成 17 年西

脇市条例第 187 号）で定めるところによる。  

 

解説   

１  委員 会には 常 に設置さ れてい る 常任委員 会、議 会 運営委員

会、議 案審査 のた めに一 定の期 間設 置する 特別委 員会 があり

ます。  

２  常任委 員会は 現在、総務 企画、 建設経済、 文教民 生の３委

員会が設 置さ れて おり、議 員は どれ かの委員 会に 所属 するも

のとされ てい ます 。 それぞ れの 常任 委員会は 、 本 会議 から付

託を受け た 議 案の 審査、 所 管に 属す る 事務の 調査 等を 行いま

す。（各定数６人）  

３  議 会 運 営 委 員 会 は 、 議 会 運 営 に 関 す る 事 項 や 、 議 会 の 条

例 、 会 議 規 則 等 に 関 す る 事 項 を 所 管 し て い ま す 。 （ 定 数 ７

人）  

４  特別委 員会は 、特定な事 件（予 算、決算、 議会改 革、議会

広報編集 等） を審 査するた めに 設置 する委員 会で 、委 員数は

議決で定めます。）  

５  委員会 は、そ れぞ れの権 限に属 する機能を 充実さ せ、発揮

しなけれ ばな らな いことを 規定 して います。 委員 会に 専属す

る所管事 務調 査 制 度を積極 的に 活用 すること によ り、 政策の
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立案と提 言に 努め ることを 規定 し て います 。 特に 、所 管事項

を特定し て行 う 調 査を「特 定所 管事 務調査」 と位 置付 け、 市

政の特定 事務 を調 査し 、条 例の 提案 、施策の 提言 等の 成果を

挙げるな ど、 積極 的な活動 を行 なう ことを意 識付 け す る規定

としています。  

 

  

（議員間討議）  

第 ５条  議 会 は 、 議 案 等 の 審 議 に 当 た って は 、 議 員 相 互 間の 自 由な

議論を尽くし、合意形成に努めるものとする。  

 

解説  

   議会は、議案 や請願を審議し、可否等の結論を出す過程で、

議会が言論の府で あること及び合議 制の機関であるこ とを認識

し、議員相互間の 自由な討議を十分 に行い、合意形成 に努める

ことを規定しています。  

 

       

(議案等の審査及び調査）  

第 ６条  議 会 は 、 議 案等 の 審 査 及 び 調 査 に 当 た り 必 要 が ある と 認め

る と き は 、学 識 経 験 者 等 に よる 専 門 的 事 項 に 係る 調 査 に 関 す る制

度 並 び に 公聴 会 制 度 及 び 参 考人 制 度 を 積 極 的 に活 用 す る も の とす

る。  

 

解説  

   議会は、地方自治法第 100 条の２の規定に基づ き、議案の審査

又は事務に関する調査のために必要な専門的事項に係る調査を、

学識経験を有する者等にさせることができる規定、同法第 115 条

の２の規定に基づく公聴会制度及び参考人制度を積極的に活用し

た調査等を行うことを規定しています。  

 

  

（請願及び陳情）  

第 ７条  議 会 は 、 市 民か ら の 請 願 を 政 策提 言 と 位 置 付 け 、そ の 審 議

に お い て は、 請 願 者 の 要 請 があ っ た と き は 意 見を 聴 く 機 会 を 設け

なければならない。  

２  議 会 は 、 市 民 か らの 陳 情 を 政 策 提 言と 位 置 付 け 、 そ の 調 査 にお

い て 必 要 があ る と 認 め る と きは 、 陳 情 者 か ら 意見 を 聴 く 機 会 を設
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けることができる。  

 

解説  

    １  本条では、請願及び陳情を市民からの政策提言と位置付け、  

委員会審査において、提出者 の要請に応じて意見を聴く機会を  

設けることにより、市民が議会に参画できる ことを定めていま  

す。  

  ２  第１項では請願が憲法で国民に保障された権利であること     

から、請願者の意見を聴く機会を設けることを義務化してい  

ます。  

３  陳情については、必要に応じて提出者から意見を聴く機会  

   を設けることができることを定めています。  

 

※  請願とは  

   国 民 を は じ め 、 広 く 人 々 が 、 国 又 は 地 方 公 共 団 体 等 に 対

し 、 そ れ ら が 所 管 す る 事 項 に 関 し 、 一 定 の 措 置 を と る よ う 希

望し、申し出ることです。  

 〔根拠法〕  

   憲法第 16 条  

  「何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規

則の制定、廃止又は改正その他の事項に関し、平穏に請願す

る権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる差

別待遇も受けない。」  

請願法第２条  

  「請願は、請願者の氏名（法人の場合はその名称）及び住

所（住所のない場合は居所）を記載し、文書でこれをしなけ

ればならない。」  

地方自治法第 124 条  

  「普通地方公共団体の議会に請願しようとする者は、議員

の紹介により請願書を提出しなければならない。」  

 （ 本 市 で は 請 願 の 紹 介 は ２ 名 の 議 員 で 行 う こ と と し て い ま

す。）  

※  陳情とは  

   国 又 は 地 方 公 共 団 体 等 の 公 の 機 関 に 対 し 、 一 定 の 事 項 に 関

し て 利 害 関 係 に あ る 者 が 、 そ の 実 情 を 訴 え て 、 相 当 の 措 置 を

要 望 す る 事 実 上 の 行 為 で す 。 請 願 と 異 な り 、 法 律 上 保 障 さ れ

ているものではありません。   
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 (研修の充実 ) 

第８ 条  議会 は 、 議員 の 政 策形 成 及 び立 案 能 力の 向 上 等を 図 る ため 、

議員研修の充実強化に努めるものとする。  

２  議 会 は 、 議 員 研 修の 充 実 強 化 に 当 たり 、 専 門 家 及 び 有識 者 によ

る研修会を積極的に開催するものとする。  

 

 解説  

   議会は、議員の審議能力及び政策形成能力を向上させるため、

議会運営及び市政 全般に関する研修 の充実に努めるこ とを規定し

ています。  

 

第４章  議会と市長等との関係  

（基本原則）  

第 ９ 条  議 会 は 、 市 長 及 び 執 行 機 関 の 職 員 （ 以 下 「 市 長 等 」 と い

う 。 ） と 常に 緊 張 あ る 関 係 を保 持 し 、 市 長 等 の事 務 の 執 行 の 監視

及び評価を行わなければならない。   

２  本 会 議 に お け る 一般 質 問 に つ い て は、 論 点 及 び 争 点 を明 確 にす

る た め 、 一問 一 答 の 方 式 で 行 い 、 質 疑 、 緊 急 質問 に つ い て も 総括

方 式の ほ か 、 一 問 一 答の 方 式 で お こ な うこ と が で き る も のと す る 。  

３  委 員 会で の 質 疑等 に つ いて は 、 論点 及 び 争点 を 明 確に す る ため 、

一問一答の方式で行うことができる ものとする。   

４  本 会 議 又 は 委 員 会に 出 席 を 要 請 さ れた 市 長 等 は 、 議 員の 質 疑等

に対して、議長又は委員長の許可を得て反問することができる。  

５  本 会 議 に 出 席 を 要請 さ れ た 市 長 は 、議 員 提 出 議 案 や 議員 修 正案

に対して、議長の許可を得て意見を述べることができる。  

６  議 員 は 、 会 期 中 又は 閉 会 中 に か か わら ず 、 議 長 の 許 可を 得 て市

長 等 に 対 し文 書 に よ る 質 問 を行 う こ と が で き る。 こ の 場 合 に おい

て、市長等は、これらに適切に対応するよう努めるものとする。  
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解説  

 １  議 会 は 、 行 政 へ の 監 視 ・ け ん 制 機 能 を 発 揮 す る こ と に よ り 、 常

に 互 い の 緊 張 関 係 を 保 持 し 、 議 案 の 審 議 、 報 告 の 聴 取 、 所 管 事 務

調 査 等 の 議 会 活 動 を 通 じ て 市 の 事 務 執 行 の 評 価 を 行 わ な け れ ば な

らないことを規定しています。  

２  本 会 議 で の 一 般 質 問 に つ い て は 、 一 問 一 答 方 式 で 行 い 、 質 疑 、

緊 急 質 問 及 び 委 員 会 で の 質 疑 等 で も 同 方 式 で 行 う こ と が で き る こ

と を 規 定 し て い ま す 。 こ れ は 、 総 括 方 式 に 比 較 し 質 問 と 応 答 の 正

確 度 が 高 め ら れ る こ と と 、 論 点 が は っ き り す る こ と か ら 採 用 す る

ものです。  

  ３  市 長 等 は 、 議 員 の 質 疑 等 に 対 し 、 語 句 の 意 味 若 し く は 質 疑 等 の

意 図 又 は 政 策 的 な 考 え 方 を 確 認 す る こ と が で き る こ と 、 ま た 、 市

長 は 、 議 員 提 出 議 案 ・ 修 正 案 に 対 し 意 見 を 述 べ る こ と が で き る こ

と と し 、 互 い に 議 論 が で き る 環 境 を つ く る こ と を 規 定 し て い ま

す。  

  ４  議 員 は 、 会 期 中 及 び 閉 会 中 に か か わ ら ず 、 議 長 を 経 由 し て 市 長

等 に 文 書 質 問 で き る こ と 、 市 長 等 は そ れ に 適 切 に 対 応 す る よ う 努

めることを規定しています。  

   

 

 （政策等形成過程の説明資料要求）  

第 10 条  議会は、重要な政策等について、論点を明確にし、政策水

準 の 向 上 を図 る た め 、 市 長 に対 し 、 次 に 掲 げ る事 項 の 説 明 資 料の

提出を求めるものとする。  

⑴  政策等を必要とする背景及び目的  

⑵  提案に至るまでの経緯及び検討した他の政策案等の内容  

⑶  他の自治体の類似する政策との比較検討  

⑷  西脇市総合計画との整合性  

⑸  関係する法令及び条例等  

⑹  政策等の実施に係わる経費の財源措置  

⑺  将来にわたる政策等のコスト計算及び効果予測  

⑻  市民参加の実施の有無及びその内容  

２  議 会 は 、 前 項 の 政策 等 を 審 議 す る に 当 た っ て は 、 立 案及 び 執行

に お け る 論点 及 び 争 点 を 明 らか に す る と と も に、 執 行 後 に お ける

政策評価に資する審議に努めるものとする。  
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 解説  

 １  市 長 が 議 会 に 提 案 す る 重 要 な 政 策 等 に つ い て 、 政 策 水 準 を 高 め

る 議 論 を 行 う た め 、 議 会 か ら ８ 項 目 の 説 明 資 料 を 求 め る こ と を 規

定しました。  

 ２  議 会 は 、 政 策 等 を 審 議 す る に 当 た り 、 論 点 、 争 点 を 明 ら か に す

る と と も に 、 政 策 等 が 執 行 さ れ た 後 の 評 価 の ポ イ ン ト と な る よ う

な審議に努めることを規定しました。  

 

 

（予算及び決算における政策説明資料の作成）  

第 11 条  議会は、予算案及び決算をするに当たっては、前条の規定

に 準 じ て 、市 長 に 対 し 政 策 別又 は 事 業 別 の 分 かり や す い 説 明 資料

の提出を求めるものとする。  

 

 解説  

   前条と同様に、予算案及び決算を議会に提出する際、現行法で

規定された説明資 料に加え、詳細な 資料の提出を求め ることを規

定しています。  

 

  

（地方自治法第９６条第２項の議決事件 ） 

第 12 条  市政全般にわたる重要な計画等について、議会と市長等執行機

関がともに市民に対する責任を担いながら、計画的かつ市民の視点に立

った透明性の高い市政の運営に資するため、総合計画基本構想のほか、

市政における重要な計画 、提携及び協定のうち、議会における審議が必

要と認めるものについては、地方自治法 （昭和 22 年法律第 67 号 ）第 96

条第 ２項の規定に基づく議決事件として別に条例で定めるものとする。 

 

 

 解説  

１ 地方自治法により、議会は条例で議決事件を定めることができます。そ 

こで、総合計画基本構想を議決事件としたほか、今後、市民生活に大きな

影響を与える計画等を議決事件として定めていくことを規定しています。 

２  総合計画とは 、地方公共 団体に おける総合 的かつ 計画的な行 政

の 運 営 を 図 る た め に 定 め ら れ る も の で 、 基 本 構 想 部 分 と 基 本 計 画
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部 分 に 分 か れ て い ま す 。 そ の う ち の 基 本 構 想 部 分 を 議 決 対 象 と し

ています。  

       

 

（附帯決議）  

第 13 条  議会は、本会議において可決した附帯決議について、市長

に 対 し 最 大限 尊 重 す る こ と を求 め 、 併 せ て 、 当該 附 帯 決 議 に 関す

る事後の状況、対応等を議会に報告するよう求めるものとする。  

 

 解説  

   議会は、議案の議決に当たり、その可否だけでは議会としての

意見が十分表明で きない場合、付随 的に意見や要望を 付けること

がありますが、そ の対応について、 市長に道義的な責 任を果たす

よう求めることを規定しています。  

 

（請願採択への対応）  

第 14 条  議会は、採択した請願のうち、市長等において措置するこ

と が 適 当 と認 め た 場 合 に お いて 、 市 長 等 に そ の趣 旨 を 実 現 す るよ

う 求 め る もの と す る 。 ま た 、議 会 は 、 当 該 請 願に 関 す る 事 後 の状

況、対応等の報告を市長に求めるものとする。  

 

 解説  

 １  市民から提出された市政への請願を採択した場 合、地方自治法

の規定にのっとり、議会は、市長に対し、その願意の実現に努め

ること及び結果の報告を求めることを規定しています。  

 ２  本条の根拠は、地方自治法第 125 条（採択請願の処置） 「普通

地方公共団体の議会は、その採択した請願で当該普通公共団体の

長、 教育委員会、 （中略）において措置することが適当と認める

ものは、これらの者に これを送付し、かつ、その請願の処理の経

過及び結果の報告を 請求することができる。」 という規定により

ます。  

 

 

第５章  市民と議会との関係  

（基本原則）  

第 15条  議会は、市民の意向を議会活動に反映す ることができる  

よ う 広 く 市 民 の 意 見 を 聴 取 す る 機 会 の 確 保 に 努 め な け れ ば な ら

ない。  
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２  議会は、議会の活動に関する情報公開を徹底するとともに、市

民に対する説明責任を十分に果たさなければならない。  

 

 解説  

   議会と市民との関係の二大原則を「市民参加」と「情報公開」

に置いています。そのうち、市政への市民参加を第一とし、市民

からの意見聴取に努めること、次に、議会の情報公開を徹底する

ことを規定しています。  

    

 （一般会議）  

第 16条  議会は、市政に関する政策的な情報及び意見を交換するた  

め 、 必 要 と認 め る 場 合 又 は 市民 団 体 等 の 求 め に応 じ た 場 合 は 、別

に定めるところにより一般会議を行うことができる。  

 

 解説  

 １  市 政 の 諸 課 題 に つ い て 、 議 員 と 市 民 団 体 等 が 自 由 に 意 見 交 換

を す る こ と が で き る 会 議 を 開 催 で き る こ と を 規 定 し て い ま す 。

市 民 団 体 等 か ら の 開 催 要 望 に 可 能 な 限 り 対 応 し 、 必 要 に 応 じ て

議会側から開催を求めることもあります。  

 ２  一般会議に関することは、別に実施要綱で定めます。   

 

（情報公開の推進）  

第 17 条  議会は、議会の役割、責任を市民に明らかにするため西脇

市情報公開条例（平成 17 年西脇市条例第 21 号）の趣旨にのっと

り 、 議 会 が保 有 す る 議 会 活 動に 関 す る 情 報 の 一層 の 公 開 を 図 るも

のとする。  

２  議 会 は 、 本 会 議 、常 任 委 員 会 及 び 特別 委 員 会 を 原 則 公開 と し、

本会議及び委員会のインターネット配信に努めるものとする。  

３  議 会 は 、 視 察 報 告、 全 議 案 に つ い ての 各 議 員 の 賛 否 等 を 公 表す

るものとする。  
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解説  

 １  市は、地方自治の本旨にのっとり、市の諸活動を市民に説明す

る責務を果たし、公正で開かれた市政を推進し、市民の市政参加

を促進する目的をもって情報公開条例を定めています。その条例

に基づき議会が保有する情報を原則として公開することを規定し

ています。  

 ２  現在、本会議では行っていますが、委員会においてもインター

ネット配信ができるように努めます。また、ホームページにおい

ても、従来行っていなかった行政視察の報告書や議案への各議員

ごとの賛否等も公開し、一層の説明責任を果たすことを規定して

います。  

 

 

（議会報告会）  

第 18 条  議会は、第 15 条の規定に関する基本原則の実効性を高め

る 方 策 と して 、 別 に 定 め る とこ ろ に よ り 市 民 に対 す る 議 会 報 告会

を 原 則 と して 年 ２ 回 以 上 開 催 し 、 議 会 の 説 明 責任 を 果 た す と とも

に、市民の意見を聴取して議会活動の改善を図るもの とする。  

２  議 会 報告 会 は 、議 会 の 審議 経 過 及び 議 決 結果 の 報 告 だ け で なく 、

市 政 全 般 につ い て 市 民 と の 意見 交 換 を 行 い 、 議会 の 運 営 改 善 、政

策提言等に生かすものとする。  

 

 解説  

 １  市民参加と情報公開の基本原則の実効性を確保するため、平成

22 年度 か ら 実 施 し て いる 議 会 報 告 会 に 関す る こ と を 規 定 し、 市

民への報告と意見交換を行うことを明文化しています。  

  ２  議会報告会に関することは、西脇市議会報告会実施要綱で定  

めます。  

 

 

 （議会だよりの充実）  

第１９条  議 会 は 、 議 会 だ よ り を 毎 定 例 会 後 に 発 行 す る も の と し 、  

臨時に発行できるものとする。  

２  議 会 だ よ り に は 、 議 案 に 対 す る 各 議員 の 対 応 、 一 般 質問 及 び委

員会活動のほか、別に定める事項について掲載するものとする。  

３ 議会 だ よ り の 編 集 は、 議 員 か ら 選 出 され た 委 員 に よ る 議会 広 報編

集特別委員会が行うものとする。  

 



13 

 

 解説  

 １  年４回の議会定例会後に発行する西脇市議会だよりに掲載する

内容を定めるとともに、議員による編集を行い、より分かりやす

く読みやすい充実した紙面づくりを行うことを規定しています。  

 ２  記載する事項は 、西脇市議会報「議会だより」発行要綱で定め

ます。  

 

 （議場等の開放）  

第 20 条  議会は、原則として年２回以上、市民に対して議場等を開

放し、より親しみのある議会を目指すものとする。  

 

 解説  

   議 会 主 催 の イ ベ ン ト な ど で 市 民 に 議 場 等 を 開 放 す る こ と に よ

り、議会に親しみをもっていただくとともに、市民 との懇談を通

じて、議会活動の活性化を目指すことを規定しています。  

 

第６章  議会の組織  

（議員の定数）  

第 21 条  議会の議員の定数（以下「議員定数」と いう。）について

は、 西脇 市 議会 の 議員 の定 数 を定 め る条 例（ 平成 20 年西 脇 市 条

例第 29 号）の定めるところによる。  

２  議 会 は 、 議 員 定 数の 改 正 に 当 た っ ては 、 行 財 政 改 革 の視 点 や近

隣 市 と の 比較 だ け で な く 、 市政 の 現 状 及 び 課 題並 び に 将 来 予 測及

び 展 望 を 十分 に 考 慮 し 、 併 せて 、 市 民 の 意 見 を聴 取 す る 機 会 を設

け な け れ ばな ら な い 。 そ の 場合 に お い て 、 参 考人 制 度 、 公 聴 会制

度を活用するよう努めるものとする。  

 

解説  

   平成 25 年実施の一般選挙から、議員定数を現行より２名減の

16 名とすることが決定しています。改正するに当たっては、慎重

な調査を行うとともに、市民意見の聴取に努めなければならない

ことを規定しています。  

 

（会派）  

第 22 条  議員は、議会活動を行うに当たり、 政策を中心とした同一

の理念を共有する議員で構成する会 派を結成することができる。  
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解説  

  会 派 と は 、 当 該 議 会 で 基 本 的 政 策 が 一 致 し た 議 員 の 集 団 の こ と

で、本市では２名以上で構成しています。  

 

（議長）  

第 23 条  議長は、議会を代表し、中立公正な職務遂行に努めるとと

もに、円滑な議会運営を行わなければならない。  

 

解説  

  議 長 は 、 議 会 の 秩 序 保 持 、 議 事 の 整 理 、 議 会 事 務 の 統 理 等 を 行

う 職 務 権 限 が あ り ま す が 、 中 立 公 正 に 行 わ な け れ ば な ら な い こ と

を規定しています。  

 

 

 （議会図書室の充実）  

第 24 条  議会は、議員の調査研究 に資するため、議会関連図書を充

実 さ せ る とと も に 、 議 会 図 書室 の 一 般 利 用 （ 閲覧 ） に 努 め る もの

とする。  

 

解説  

  地方自治法で議会に図書室を置くことが規定されており、その充

実に努めることを 定めています。な お、 一定の手続を 経て 、市民も

閲覧利用できることを規定しています。   

 

（議会事務局の充実）  

第 25 条  議会は、議会及び議員の政策立案能力を向上させ、議会活

動 を 円 滑 かつ 効 率 的 に 行 う ため 、 議 会 事 務 局 の 諸 調 査 及 び 法 制機

能の充実を図るものとする。  

 

解説  

  議 会 事 務 局 は 、 議 会 事 務 に 従 事 し 、 議 長 及 び 議 員 の 職 務 を 補 助

す る 組 織 と し て 置 か れ て い ま す 。 議 会 が そ の 権 能 を 十 分 発 揮 で き

るよう、事務局の機能を充実することを規定しています。  

 

第７章  議員の政治倫理、身分及び待遇  

（議員の政治倫理）  
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第 26 条  議員は、市民全体の代表者としてその倫理を常に自覚し、

自 己 の 地 位に 基 づ く 影 響 力 を不 正 に 行 使 す る など 市 民 の 疑 惑 を招

くことのないよう行動しなければならない。  

２  議 会 は 、 議 員 が 行う 市 長 等 へ の 口 頭に よ る 要 請 等 に 対し て 、両

者 の 関 係 の透 明 性 を 図 る た め、 要 請 等 の 日 時 、内 容 、 対 応 及 び経

過を記録した文書を作成するよう市長等に求めるものとする。   

 

解説  

１  議 員 は 、 市 民 全 体 の 代 表 者 と し て 、 高 い 倫 理 感 を 持 っ て 市 民 の

負 託 に 応 え る よ う 行 動 し な け れ ば な ら な い こ と を 規 定 し て い ま

す。  

２  議 員 が 行 政 側 へ 行 う 種 々 の 要 請 等 に 対 し 、 不 当 要 求 的 な 内 容 に

な ら な い よ う 自 覚 す る こ と に よ り 、 一 定 の 制 限 に つ な が る よ う 、

行政側に対し記録の作成を求めます。  

 

（執行機関等委員の就任制限）  

第 27 条  議員は、二元代表制及び住民自治の観点から、 法令に定め

が あ る 場 合を 除 き 、 原 則 と して 審 議 会 等 の 市 の付 属 機 関 の 委 員に

就任しないものとする。  

 

解説  

１  市の付属機関とは、地方自治法第 138 条の４及び第 202 条の３で  

 設 置 及 び 権 限 等 が 定 め ら れ た 審 査 会 、 審 議 会 、 調 査 会 そ の 他 の 調

停、審査、諮問又は調査のために市が置くことができる機関です。  

２  それらのうち、法令で議員の就任が決められていない 機関の委員

には就任しないことを規定し、議決機関として、議案審議前の政策

等の決定には関わらない配慮をしています。  

 

（政務活動費の執行及び公開）  

第 28 条  議員は、市政諸課題の調査、研究及び政策提言等に資する

た め に 交 付さ れ る 政 務 活 動 費の 執 行 に 当 た っ ては 、 西 脇 市 議 会政

務 活動 費 の 交 付 に 関 する 条 例 (平 成 １ ８年 西 脇 市 条 例 第 ４号 )を 遵

守しなければならない。  

２  政 務 活 動 費 の 交 付を 受 け た 議 員 は 、公 正 性 、 透 明 性 等の 観 点か

ら 、 市 民 から 疑 義 が 生 じ な いよ う 、 議 長 に 対 して 証 票 類 を 添 付し

た収支報告書を提出しなければならない。  

３  議 会 は 、 政 務 活 動費 の 収 支 報 告 を 毎年 度 市 民 に 公 表 する も のと

す る 。 た だし 、 市 民 か ら 前 項 の 収 支 報 告 書 の 開示 請 求 が あ っ た場
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合は、速やかに開示するものとする。  

 

解説  

１  政務活動費とは、議員の調査研究に必要な経費の一部が市から交

付されるものです。その使途を明確にするため、条例の規定により

収支報告書の提出が義務付けられています。  

２  その収支報告書を毎年ホームページ等で公表することを規定して

います。  

 

（議員報酬）  

第 29 条  議員報酬は、西脇市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に  

関する条例（平成 17 年西脇市条例第 44 号）の定めるところによ  

る。  

２  議 員 が 議 会 活 動 を引 き 続 き 長 期 間 休止 し た と き は 、 議員 報 酬を

減 額 し て 支給 す る も の と す る。 減 額 す る 割 合 等に つ い て は 、 西脇

市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例（平成 22 年西脇市条

例第１号）で定めるとおりとする。  

３  議 会 は 、 議 員 報 酬の 改 定 に 当 た っ て議 員 が 提 案 す る 場合 は 、行

財 政 改 革 の視 点 や 近 隣 市 と の比 較 だ け で な く 、市 政 の 現 状 及 び課

題 並 び に 将来 予 測 及 び 展 望 を十 分 に 考 慮 し 、 併せ て 、 市 民 の 意見

を 聴 取 す る機 会 を 設 け な け れば な ら な い 。 そ の場 合 に お い て 、 参

考人制度、公聴会制度を活用する ことができる。  

 

解説  

 １  議会議員の報酬は条例で定められていますが、本市議会の場合

は、別に、本会議及び委員会を長期間に渡り欠席した議員には、

報酬を減額して支給する条例を制定しています。  

２  議会は、議員報酬を ２年に１度開催される 西脇市特別職報酬審  

議会の答申に基づき改正提案する場合以外には、十分な調査・検  

討を行い、市民の意見を聴くことを義務化しています。  

 

第８章  改革の継続と見直し  

 （議会改革）  

第 30 条  議会は、社会環境の変化と、新たに生じる市政の課題に適

切 か つ 迅 速に 対 応 す る た め 、継 続 的 な 議 会 改 革に 取 り 組 む も のと

する。   
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解説  

  議会はこの条例制定までに継続的な改革を実施してきました  

が、社会の変化や将来の市政の課題への対応のため、改革を継続  

することを規定しています。  

 

   

（他の条例との関係）  

第 31 条  この条例は、議会に関する基本的な事項を定める条例であ

り 、 議 会 に関 す る 条 例 、 規 則等 の 制 定 、 改 正 及び 廃 止 に 当 た って

は、この条例の主旨を尊重し、整合を図らなければな らない。  

２  議 会 は 、 議 員 に この 条 例 の 理 念 を 浸透 さ せ る た め 、 一般 選 挙を

経 た 任 期 開始 後 、 速 や か に 、こ の 条 例 の 研 修 を行 わ な け れ ば なら

ない。  

 

 解説  

１  この条例は、議会運営における基本的事項を定めているもの  

です。そのため、この条例に反する条例や規則等を制定するこ

とを禁じています。  

 ２  この条例の理念を、常に全議員が共有・認識しておくため、

一般選挙後には必ず、速やかに研修を行うことを義務化してい

ます。  

 

(検証と見直し手続 ) 

第 32 条  議会は、年１回、この条例の目的が達成されているかどう

かを議会運営委員会において 検証するものとする。  

２  議 会 は 、 前 項 の 検証 の 結 果 、 改 善 の必 要 が あ る と 認 めら れ る場

合は、この条例の改正を含めて適切な措置を講じるものとする。  

 

解説  

   議会は、この条例の規定が守られ、目的が達成できているか

どうかを、年に１回検証することを定めており、その結果、必

要な場合には、この条例の改正を含めて、関係例規等の改正、

整備、運用事項等の改善を行うことを規定しています。  

 

 

附則  
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この条例は、平成 25年４月１日から施行する。  


